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研究テーマ 

集合住宅における木質バイオマス熱供給システムの運用評価 

 

研究報告 

１．研究の背景と目的 

 木質バイオマスの利用は、特に大規模なバイオマス発電プラントは

日本各地で稼働しているが、小規模な熱利用、中でも住宅用途への供

給事例は非常に少ない。この理由としては、需要時間帯のばらつきが

大きく需給調整が難しいことなどが挙げられるが、年間を通して熱需

要があるため、効率的なシステムの設計・運用モデルを確立して普及

させていくことは、脱炭素社会を目指す上で意義は大きいと言える。 

 2021年3月に全住棟が完成した徳島県神山町の分棟型集合住宅には、

木質バイオマスを使用した地域熱供給システムが導入されている（図

1）。本研究では、2021年4月から全住戸への熱供給を始めたこのシス

テムについて、本格稼働初年度の運転データの分析からその効率を明

らかにするとともに、住民アンケート等からエネルギーマネジメント

による効率向上の可能性を検討することを目的とする。 

 
２．研究成果および考察 

2.1 システム概要 

 図2にプラント側及び住戸側の熱供給システム図を示す。

センサによる計測ポイントと計測項目も記入している。 

 エネルギー棟（以下、プラント）のペレットボイラーで作

られた温水が蓄熱タンクに貯められた上で、各住戸へ供給さ

れている。この温水は住戸側の熱交換器で不凍液に熱交換さ

れ、床下暖房は床下にこの不凍液温水を循環し、給湯は貯湯

タンク内の温水に熱交換して供給される。貯湯タンクの温水

が足りない場合、及び入浴時の「追い焚き」には、補助熱源

のガスボイラが作動する仕組みである。 
2.2 調査分析の概要 

 本システムの調査分析として、ペレット投入熱量と住戸へ

の供給熱量からプラント内効率を、供給熱量と住戸使用熱量

から供給効率を、そしてペレット投入熱量と住戸使用熱量か

らシステム全体効率を算出して運用評価を行った。 

 なお、本格稼働初年度の2021年冬期の当初に熱供給配管の

流量が設計想定の1/5程度と大幅に少なかったため現地調査

を行ったところ、2022年2月中旬にプラント内配管のスト

レーナに目詰まりが確認され、清掃によって流量減少は

改善された。そこで、冬期の改善前後で分析対象期間を

設定し（改善前：1/20～2/9，改善後：2/20～3/12）、こ

れらの比較分析を行った。 
2.3 熱供給関連データの分析結果 

図3に棟ごとの温水受入温度を示す。改善前はプラント

からの距離があるA棟、G棟、コモンハウスには熱がほと

んど供給できてないが、改善後はほとんどの棟に70℃程

度の温水が供給できていることが確認された。 
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図 3 温水受入温度比較 

図 2 熱供給システム図 

図 1 住棟配置と熱供給配管図 
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 図4にプラントの往還温度差の月別頻度を示す。設計時

想定は20℃であるが、流量が減少していた改善前は往還温

度差が大きく、熱ロスが大きかったことが推測される。一

方で改善後は設計想定よりも小さめに分布する形となっ

た。熱需要自体が想定よりも小さいことが考えられ、シス

テムの効率向上に向けて、住民側の給湯・暖房の使い方に

改善の余地があると考えられる。 

 図5に熱使用量及びガス使用量データが取得できている

住戸の対象期間のエネルギー使用量の変化を示す。どの住

戸も改善後は熱使用量は増加してガス使用量が減少傾向

となっており、改善後は十分な熱が供給でき、通常の給湯

需要を熱で賄い、ガスが追い炊き等の必要な需要にのみ使

用されていると推測できる。なお、A棟やG棟は改善前に熱

がほとんど供給できていなかったが、改善後は十分な熱が

供給されたことで貯湯タンクでの熱ロスが発生するよう

になり、熱使用量が大幅に増加したと考えられる。 

 図6～7に改善前後の各熱量と各効率の算出結果を示す。

前述したように改善後に使用熱量が大きく増加しており、

それに伴って供給熱量、投入熱量が増加していることが確

認された。効率はプラント内効率、供給効率ともに向上し、

全体効率は約73％となった。なお、住戸の貯湯タンクの熱

ロスを考慮すると、需要端から見た最終的な効率はさらに

低いことが想定され、今後検証が必要である。 
2.4 需要家住戸へのアンケート調査 

システムの効率に影響する需要家住戸の給湯・暖房の使

用状況について、2021年11月にアンケート調査を行った。

ファミリー10世帯、単身者6世帯の計16世帯にアンケート

を依頼し15世帯から回答を得た。 

 図8に床下暖房の使用頻度に関する回答結果を示す。「頻

繁に使用した」、「たまに使用した」が半数を超えている

が、自由書きから使用は短時間で限定的な使い方をしてい

る居住者が大半を占めていた。また、全住戸に設置されて

いる太陽熱空気集熱システムの循環ファンと併用するこ

とで暖房効果が向上する仕組みであることを理解してい

る居住者が少なく、一定数の居住者は併用していないこと

も確認された。使用していない理由としては「温かさを感

じられなかった」や「温まるまでに時間がかかる」が挙げ

られ、床下暖房の適切な使い方や効果を分かりやすく伝え

る必要性が示唆された。 

図9～10に入浴方法に関する回答結果を示す。入浴方法

としては、半数以上の住戸が一年中湯張りしていて、夏期

以外は湯張りする住戸は8割以上であることが確認され、

年間を通じて一定の給湯需要があることが推測できる。ま

た、湯張りをした際に湯を温めなおす場合は、「状況によ

って追い炊きと足し湯を使い分ける」世帯が半数を占めて

いた。供給熱の需要を増やすには足し湯を行うのが望まし

いが、こちらも給湯の適切な使い方を分かりやすく伝える

必要が示唆された。 
2.5 システムの効率向上に向けた検討 

 システムのメンテナンスにより供給流量は改善したが、設計通りの往還温度差がついていないこと

が確認された。プラント内効率はほぼ想定通りのため、供給効率向上のためには、当初想定に近い熱

需要の確保に向けた取り組みが必要である。このことに関してアンケートの結果、住戸側の給湯及び

床下暖房の適切な使い方への理解が不足していることが確認された。そこで、まずは入居者に本シス

テムの仕組みを理解してもらい、適切な使い方を実践してもらうことが必要と言える。また、住戸側

の貯湯タンク回りでの熱ロスも確認され、この削減についてもハード・ソフト両面から検討する必要

があると言える。 

図 6 各熱量比較 図 7 各効率比較 
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図 4 プラントの往還温度差の月別頻度 
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図 5 各住戸の熱・ガス使用量比較 
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図 10 湯張りの方法（n=14） 
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図 9 入浴方法（n=15） 
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図 8 床下暖房の使用頻度（n=9） 
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本集合住宅の約半数の住戸には、室内環境の見える化システムを導入し、スマホサイトからリアル

タイムに自宅の室内や床下の温熱環境を把握することができるようにしている。このサイトを活用し

て、給湯・床下暖房の使い方の工夫による省エネ効果を発信することや、通知機能を利用して需要の

平準化を行うことで、システムの効率向上を図ることができると考えられる。 

 
３．将来展望 

 調査対象とした木質バイオマス熱供給システムで使用されている木質ペレットは、この集合住宅か

ら車で数分の工場で丸太から加工・製造されており、原料の丸太も神山町内の森林から運搬されてい

て、まさに地産地消のエネルギー源である。住宅で年間の需要がある給湯に加え、太陽熱空気集熱シ

ステムが導入された高断熱住宅ならではの活用方法である床下温水暖房での熱利用は、今後地方でシ

ステムを普及させていく上では良いモデルの1つとなると考えている。 

また、本集合住宅で導入した室内環境見える化システムを利用すれば、床下暖房や太陽熱空気集熱

システムによる温度上昇が自身でも数字で見えるとともに、他住戸の情報を共有することで上手な使

い方を真似ることも可能である。今後は、本熱供給システムの効率の精査とその向上に取り組むとと

もに、システム利用による単位使用熱量当たりのCO2排出量原単位を算出し、それをもとにCO2排出削減

の面から評価を行い、集合住宅エリア及び地域・町としてのCO2排出削減効果の定量化と住民の環境意

識向上に向けて、研究を進める計画である。 
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